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ベーカー＆マッケンジー、クロスボーダーM&A の調査レポート

「グローバル化への挑戦」第二弾を発表

κ クロスボーダーの買収・統合プロセスで買収側企業として採用するアプローチにおいて、

日本企業と欧米企業の明確な差異が浮き彫りに

κ クロスボーダーの買収・統合プロセスにおいて、買収側・被買収側双方の見方の違いを

比較

κ ビジネス・トランスフォーメーションを成功に導くため、買収側企業が重点的に取り組

むべき 4 つの分野を提示

κ 日本企業に買収された 100 社、米国・欧州企業に買収された各 50 社の計 200 社が回答

【東京発 2016 年 10 月 14 日】ベーカー＆マッケンジー法律事務所（外国

法共同事業）（所在地：東京都港区、代表パートナー：ジェレミー・

ピッツ）は、このたび、調査レポート「グローバル化への挑戦 第二弾：

日本企業の課題とその買収対象企業へのインパクト―実践的考察」を発

表しました。（本調査レポート全文はこちらをご参照ください）

グローバル・トランスフォーメーションの実現における日本企業と欧米

企業のアプローチの仕方の違いに焦点を当てる「グローバル化への挑

戦」シリーズ（前回の調査レポートはこちら）の最新版となる本調査レ

ポートでは、引き続きマージャーマーケット（Mergermarket）との共同

で、日本企業と欧米企業に買収された側の企業を対象にアンケート調査

を実施しました（一部の企業については個別インタビューも実施）。海

外企業の買収・統合プロセスの各段階において、グローバル・トランス

フォーメーションを成功に導くための重要な要素（成功の鍵）についての考察を行いました。

今回の調査では、買収側企業が採用するアプローチにおいて、日本企業と欧米企業では、次の 4 つの

分野で、案件への取り組み方や優先順位の付け方に差異があることが明らかとなりました。

- 続き -

http://bakermckenzie.co.jp/material/tgc2/TheGlobalChallengePart2_201610_J.pdf
http://www.bakermckenzie.co.jp/material/tgc/GlobalTransformationsReportJapanese.pdf
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海外企業の買収・統合において、企業が重点的に取り組むべき 4 つの分野

① 異なる企業文化の融合

クロスボーダーM&A を通じた戦略的な組織改革において、企業トップが直面する最初の課題の一つ

に企業文化の相違が挙げられます。今回の調査では、企業文化の異なる 2 社の融合が最も困難な課題

の一つとして認識されていることが明らかとなり、多くの企業が、企業文化の変化は容易には受け入

れ難いと回答しました。しかしその一方で、企業文化の問題は適切に処理されれば M&A における致

命的な失敗の要因にはならないことも示唆されました。

② 優秀な人材の選定と維持

典型的な人材維持のための最も有効な対策は、優秀な従業員を案件の早期の段階で選別し、評価に見

合う適切な報酬パッケージを提示し、引き続きとどまらせるというものです。回答企業の多くが示し

た人材維持のための対策を見てみると、これらの優秀な従業員はそれ以降のプロセスにおいても重要

な役割を果たしています。

③ 事業の統合における課題

日本企業・欧米企業の双方が、財務・税務部門や経営機能、ＩＴやシステム、研究開発部門の統合を、

事業の統合プロセスにおける最大の課題として挙げています。

④ IT システムの統合プロセス

今回の調査では、多くの企業が、IT およびシステムの統合を優先的に実施することで、企業統合の他

の側面にもプラスの効果が期待できると回答しています。IT システムの統合は、異なる部門間、各部

門におけるメンバー同士、経営陣における円滑なコミュニケーションを促進し、協業に向けたモチ

ベーションの向上にも寄与し得ることから、企業統合をよりスムーズに進めるための鍵となり得ます。

＜調査方法＞

マージャーマーケットは、2016 年第 1 四半期、日本、米国、欧州企業が買収側となった M&A案件における対

象企業 200 社に対し、アンケート調査を実施しました。回答企業のうち、約半数が日本企業に買収された企業

であり、米国企業と欧州企業に買収された企業はそれぞれ約 25％ずつでした。

回答企業のうち、日本企業に買収された企業の国籍は、以下の通りです。

北米（32％）、東南アジア（21％）、欧州（20％）、南アジア（14％）、オーストラレーシア（4％）、南米

（3％）、東アジア（3％）、残りはその他の国や地域。

また、米国または欧州企業に買収された企業の国籍は、以下の通りです。

欧州（59％）、北米（14％）、オーストラレーシア（9％）、南アジア（5％）、中東（4％）、東南アジア

（3％）、南米（3％）、東アジア（1％）、残りはその他の国や地域。

- 以上 -

http://bakermckenzie.co.jp/material/tgc2/TheGlobalChallengePart2_201610_J.pdf
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ベーカー＆マッケンジーについて

ベーカー＆マッケンジーは、47 か国 77 の事務所に 13,000 名以上を擁する国際法律事務所です。1949 年の設立

以来、各国の言語およびビジネス環境に対する深い理解に基づく高品質のサービスを提供する法律事務所とし

て知られています。2016 年 6 月 30 日決算期における収入は、26 億 2,000 万米ドルになります。ファームのエ

グゼクティブ・コミッティのチェアマンは、エデュアルド・レイテイが務めています。
www.bakermckenzie.com

ベーカー＆マッケンジー法律事務所（外国法共同事業）は、ベーカー＆マッケンジーの東京事務所として 1972
年に開設されました。日本法に関する卓越した知識、経験とともに、グローバル・ビジネスに関する実績とノ

ウハウを兼ね備えた外国法共同事業を営む法律事務所として、日本最大級の規模を有しています。当事務所は、

ベーカー＆マッケンジーのメンバーファームとして、国内外の金融法務、M&A、企業法務、独占禁止法、大型

プロジェクト、知的財産、国際税務、訴訟・仲裁、労務、環境、製薬、不動産関連等について、総合的かつ専

門的な法務サービスを提供しています。
www.bakermckenzie.co.jp

ベーカー＆マッケンジー法律事務所（外国法共同事業）はスイス法上の組織体であるベーカー＆マッケンジーインターナショナルのメン

バーファームです。ベーカー＆マッケンジー法律事務所（外国法共同事業）及びベーカー＆マッケンジーインターナショナルのその他のメ

ンバーファームは、日本においては弁護士法人ベーカー＆マッケンジー法律事務所を通じて業務を提供します。専門的知識に基づくサービ

スを提供する組織体において共通して使用されている用語例に従い、「パートナー」とは、法律事務所におけるパートナーである者または

これと同等の者を指します。同じく、「オフィス」とは、かかるいずれかの法律事務所のオフィスを指します。

http://www.bakermckenzie.com/
http://www.bakermckenzie.co.jp/
https://twitter.com/bakermckenzie
https://www.linkedin.com/company/baker-&-mckenzie
https://www.facebook.com/officialbakermckenzie

